
業務説明

前橋地方法務局



法務局って何をするところ？

「法務局」と聞いて、どのようなイメー
ジがあるでしょうか。

名前からでは、業務内容を想像するこ
とが難しいかもしれません。

また、法務局を訪れる機会がない方に
は、存在は知っていてもどのような役所
なのか知られていないかもしれません。

人権イメージキャラクター 人ＫＥＮまもる君



しかし、法務局が行っ
ている業務は、多岐にわ
たり、そのほとんどが、
国民のくらしのいろいろ
な場面に関係しており、
皆さんにとても身近なも
のなのです。

ここでは、「法務局の
組織」及び「法務局の業
務」について説明してい
きます。

法務局って何をするところ？



法務局の組織

法務局は、法務省の地方組織の一
つで、法務省には、法務局の行政に
関する企画・立案等を行う民事局、
人権擁護局、訟務局があります。

地方組織としては、全国を８つの
ブロックに分け、各ブロックを受け
持つ機関として「法務局」（８局）
があり、この法務局の下に、おおむ
ね府県を単位とする地域を受け持つ
「地方法務局」（４２局）が置かれ
ています。

さらに全国の法務局及び地方法務
局には、支局・出張所が置かれてい
ます。



法務局の組織

前橋地方法務局（本
局）は県庁所在地であ
る前橋市に置かれてい
ます。

さらに、高崎市、桐
生市、伊勢崎市、太田
市、沼田市、富岡市、
中之条町に支局が、渋
川市に出張所が置かれ
ています。



法務局の業務

• 登記（不動産、商業・法人など）
• 戸籍・国籍
• 供託
• 人権擁護
• 訟務

遺言書ほかんガルー



不動産登記

まず、不動産登記について、説明
します。

・不動産登記とは…

不動産登記は私たちの大切な財
産である不動産（土地や建物）の
所在や面積のほか、所有者の住所
・氏名などを、民法や不動産登記
法に精通した登記官（法務局職員
）が登記簿に記載し、公示します
ので、誰でも権利関係などの状況
を確認することができます。



不動産登記
例えば、ある特定の不動産を購入

したいと思ったとします。しかし、
更地であったり、建物があってもそ
の建物に住んでいる人が所有者かは
分かりません。

そのようなときは、登記事項証明
書で所有者を確認することができま
す。

また、購入した不動産の所有者で
あることを、売主以外のほかの人に
主張するためには、登記する必要が
あります。

つまり、登記をすることにより、
第三者に所有権を主張することがで
きるわけです。



登記をするには、法務局に申
請する必要があります。

法務局職員は、申請された事
件を受け付け、法令等に基づき、
登記すべきものかを審査し、権
利の変動等の内容を適正に登記
簿に記録していきます。

この審査、記録等の工程を適
正かつ迅速に行うことで、取引
の安全と円滑が図られ、国民の
権利と財産が守られることにな
るので、たいへん重要な業務と
いえます。

不動産登記



●「所有者不明土地」とは？

相続登記がされないこと等により、以下のいずれかの状態になっている
土地を「所有者不明土地」といいます。

① 不動産登記簿により所有者が直ちに判明しない土地

② 所有者が判明しても、その所在が不明で連絡が付かない土地

不動産登記
所有者不明土地問題への取組

●「所有者不明土地」が引き起こす問題

土地の所有者の探索に多大な時間と費用が必要となり、公共事業や災害
時の復旧 ･ 復興事業が円滑に進まず、民間取引や土地の利活用の阻害要
因となったり、土地が適切に管理されず放置され、隣接する土地への悪影
響が発生したりするなど、様々な問題が生じています。



不動産登記
所有者不明土地問題への取組

●「所有者不明土地」問題に対する法務局の取組

所有者不明土地問題の解消のため、法務局では、長期相続登記等未了土
地解消作業、表題部所有者不明土地解消作業と行った新たな施策に取り組
んでおり、その成果は公共事業の遂行等に活用されています。

また、「相続土地国庫帰属制度（令和５年４月２７日施行）」「相続登
記の申請の義務化（令和６年４月１日施行）」「住所等の変更の登記の申
請の義務化（令和８年４月１日施行）」といった新たな制度をとおして、
所有者不明土地の発生を抑制するために取り組んでいきます。



次に、商業・法人登記について、説明します。

会社・法人は、設立の登記をすることによって成立し、法人格が与
えられます。そして、商号や代表者名など、会社・法人の重要な情

報を登記簿に記録して公示しています。これにより、会社・法人の

信用を維持し、取引の安全と円滑を図る役割を果たしています。

商業・法人登記



次に、戸籍・国籍事務について、説明します。

＜戸籍事務とは＞

戸籍制度は、日本国民の一人一人について、その出生から死亡に至るまで

の親族的身分関係を登録し、公証する唯一の制度です。戸籍事務は、市区町

村で取り扱われますが、全国統一的に処理されるよう、法務局では、管轄区

域内の市区町村に対し、助言、勧告、指示等を行っています。

戸籍・国籍

＜国籍事務とは＞

法務局では、外国人の帰化許可申請や国籍取得届などの受付、受理、審査

など、国籍に関する事務を行っています。日本国籍を有することで、参政権

が認められるなど、外国人とはその法的地位に大きな違いがあるため、国籍

に関する事務は極めて重要なものです。



戸籍・国籍

～無戸籍者解消に対する取組～

日本国民は、出生届が提出されるこ

とによって戸籍に登録されることにな

りますが、様々な理由により出生届が

提出されることなく、戸籍に登録され

ていない方（無戸籍者）がいます。無

戸籍者は、各種行政サービスが受けら

れないなどの不利益があることから、

早期に無戸籍状態が解消されることが

望まれています。

法務局では、無戸籍者解消のため、

無戸籍者に寄り添った取組を行ってい

ます。



供託
次に、供託事務について、説明します。

供託とは、供託者が、ある目的（債務の弁済など）をもって、金銭な

どを供託所（法務局）に提出し、最終的に供託所がその財産をある人

（被供託者）に取得させることによって、その目的を達成させるため

の制度です。



供託
令和２年７月１０日から自筆証書遺言書保管制度がスタートしました。
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遺言書の保管申請 自筆証書遺言に係る遺言書を
法務局で保管することで、遺言
書の紛失や改ざんを防ぎ、相続
の円滑化を実現する制度です。
相続の開始後は、相続人や受遺
者等に遺言書の内容が確実に伝
わるよう、遺言書の内容を明ら
かにした証明書（遺言書情報証
明書）の交付や遺言書の閲覧が
でき、相続人や受遺者への通知
も行います。

＜概要＞

自筆証書遺言書保管制度（令和２年７月 10日施行）

自分で遺言書
を作りました。



人権擁護

次に、人権擁護事務について、説明します。

基本的人権の尊重は、日本国憲法の柱の一つであり、民主主義社会
の基本です。

人権の擁護は、全ての人々の人権が尊重される平和で豊かな社会の
実現を目指す取組であり、国において国民の自由と権利を守っていく
ことが必要です。

法務局では、全国の約１万４千人の人権擁護委員と連携して、人権
擁護のための様々な活動（人権相談活動、人権救済活動、人権啓発活
動）をしています。

人権イメージキャラクター 人ＫＥＮあゆみちゃん

人権イメージキャラクター 人ＫＥＮまもるくん



人権擁護
人権相談活動としては、法務局等の相談所で、様々な人権に関

する相談を受け、適切な助言を行っており、これにより問題の解
決を図っています。

人権相談活動



人権擁護

人権救済活動としては、人権侵犯の疑いのある事案について、
被害者等の申告等を受けて調査を行うとともに、事案に応じた適
切な措置を講ずることで問題の解決を図っています。

～ 人権相談から問題解決までの流れ ～

人権救済活動



人権擁護

人権啓発活動としては、イベントや広報活動等を通じ、国民一人
一人に人権を尊重することの重要性を認識してもらい、人権尊重の
理念を日常生活に根付かせる活動を行っています。

スポーツ組織と連携協力した
人権啓発活動

啓発活動重点目標・調査救済制度
周知ポスター

人権啓発活動



訟務
最後に訟務事務について、説明します。

訟務とは、国を当事者とする訴訟等について、国を代表し、国の立
場から裁判所に対する申立てや主張・立証などの活動を行うことをい
います。

訟務事務は、国民全体の利益と個人の権利・利益との間に正しい調
和を図り、法律による行政の原理の確保に寄与する重要な役割を果た
しています。



訟務
訟務事務を行う法務局の職員は、国の指定代理人として、法と証

拠に基づいた適正な訴訟活動を行います。具体的な事務としては、
訴訟に関する書類の作成、行政庁や裁判所との調整等を行います。

また、行政庁からの求めに応じて、政策実行前の段階から、提訴
リスクや敗訴リスクに関する法的助言を行うことで、紛争を未然に
防止するための活動（予防司法支援）も行っています。



おわりに
法務局の業務について、少しはイメージ

できたでしょうか。

法務局は、国民のくらしに身近な業務や、
国民のニーズに合わせた様々な新規施策を
行っています。

興味のある方、私たちと一緒に前橋地方
法務局で働きませんか？

お待ちしています。


